
（別紙様式４）

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

1,850 単位時間 1,180 単位時間 290 単位時間 240 単位時間 0 単位時間 180 単位時間

年 単位 単位 単位 単位 単位 単位

80 人 53 人 人 0 % 7 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 5

受審年月：

（Ａ：単位時間による算定）

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

（Ｂ：単位数による算定）

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

人

人

人

人

人

人

人

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体：
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ

（うち企業等と連携したインターンシップの単位数）

教員の属性（専任
教員について記

入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等において
その担当する教育等に従事した者であって、当該専門課
程の修業年限と当該業務に従事した期間とを通算して六
年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 0

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号） 0

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 0

 計 3

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の
実務の能力を有する者を想定）の数

2

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 0

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 3

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数 0

総単位数 0

うち企業等と連携した実験・実習・実技の単位数

0

うち必修授業時数 240

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数 240

社会福祉施設、病院、福祉関連企業

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の単位数

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数） 0

うち企業等と連携した必修の演習の単位数

当該学科の
ホームページ

URL
https://sif.ac.jp/course/shakai.html

86
■進学者数 1
■その他

うち企業等と連携した演習の単位数

うち必修単位数

企業等と連携した
実習等の実施状況
（Ａ、Ｂいずれか

に記入）

総授業時数 1,850

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 240

2 昼間
※単位時間、単位いずれ
かに記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A)

0

（令和5年度卒業生）

24
■地元就職者数 (F) 19
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　： 100

79

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 28
■就職希望者数 (D)　　　　　： 24
■就職者数 (E)　　　　　　　　：

年度卒業者に関する令和６年５月１日時点の情報）

■主な就職先、業界等

学科の目的
学校教育法に基づき、職業人として必要な能力の育成を基本とし、社会福祉関係の分野において活躍するための技能と教養を教授し、地域社会に貢献する人材を育成
する。

学科の特徴（主な
教育内容、取得可

能な資格　等）

一人ひとりの歩幅に合わせて進路を決定し、レベルアップを図る社会福祉主事任用資格をはじめとしたさまざまな資格を取得できることが大きな魅力である。授業では講
義だけではなく、グループ学習を多く取り入れている。それは将来、職場の仲間と共に仕事をすることを想定し、メンバー間で協力して問題解決ができるようにすることが
目的である。

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総

単位数
講義 演習 実習 実験 実技

教育・社会福祉専門課程 社会福祉学科 平成20(2008)年度 - 平成27(2015)年度

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

中退率

令和６年１０月１日

980-0021

022-217-8877
設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人北杜学園 昭和56年3月31日 鈴木　一樹 宮城県仙台市青葉区中央４－７－２０
980-0021

022-217-8877

仙台医療福祉専門学校 昭和56年3月31日 工藤　広一 宮城県仙台市青葉区中央４－７－２０

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

教育・社会福祉



種別

①

③

－

－

－

（年間の開催数及び開催時期）

服部　典子 仙台医療福祉専門学校　主任
令和6年4月1日～令和7年3月
31日（1年）

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（9月、3月）

（開催日時（実績））
第１回　令和5年9月12日　15：00～16：30
第２回　令和6年3月12日　15：00～16：30

戸川　葉子 仙台医療福祉専門学校　主任
令和6年4月1日～令和7年3月
31日（1年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
仙台医療福祉専門学校では、関係業界等のニーズを踏まえた実践的かつ専門的な人材育成を図ることを目的として、(1)業
界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、地方公共団体等の役職員、(2)専攻分野に
関する学会や学術機関等の有識者、(3)実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員と
いった外部委員と、内部委員(教育課程の編成の責任者・専任教員)とから編成される、教育課程編成委員会を置く。教育課
程編成委員会は、以下を踏まえた教育課程の編成に関する提言を行う。
　　①学生の就業先の業界における人材の専門性に関する動向
　　②国又は地域の産業振興の方向性
　　③実務に関する知識、技術、技能などの専門的事項
　教育課程編成委員会の提言は、校長のリーダーシップのもと、教務運営委員会を通じて、授業科目の開設や授業内容・
方法の改善・工夫に活かすよう努めるものとする。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

　教育課程編成委員会は、校長の諮問機関として以下の事項について審議し、提言を行う。
　　①授業科目の設定及び内容に関する事項
　　②カリキュラムの改善、充実に関する事項
　　③演習及び実習の内容に関する事項
　　④授業内容及び方法の改善、充実に関する事項
　　⑤演習及び実習の効果測定の評価基準に関する事項
　　⑥その他教育課程の編成に関する事項
　校長は、教育課程編成委員会の議決及び提言を踏まえ、教務運営委員会を通じて、より実践的かつ専門的な教育課程
の編成に努める。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

小泉　敦保 株式会社　バイタルケア　代表取締役社長
令和6年4月1日～令和7年3月
31日（1年）

令和6年4月1日現在

野口　美雪 仙台医療福祉専門学校　学科長（委員長）
令和6年4月1日～令和7年3月
31日（1年）

名　前 所　　　属 任期

西崎　俊孝 社会福祉法人　仙台市社会福祉協議会　役員
令和6年4月1日～令和7年3月
31日（1年）



科　目　名 連　携　企　業　等

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

　年度当初に実習依頼文を発送後、実習要綱に基づき実習指導者と共に実習日程、プログラムについて決定する。
　実習事前学習として、関連科目のまとめ、実習施設・機関の概要調査等の演習を展開する。
　実習期間中に1回/5日間の実習先訪問を行い、実習指導者との面談、実習生への個別指導を実施する。
　実習指導者記載の評価所見・総評を基に、学生へ事後指導を実施し、学生は各自実習報告を作成、発表する。

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

宮城県、山形県の老人福祉施設
等29件

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
学校の教育の方針「実学的思考の重視に立って、医療・福祉分野における専門知識や技術を身につけたスペシャリストの
育成を目指す」に基づき、社会福祉施設・福祉事務所等の目指す専門分野で実習を行い、専門職業人として必要な組織の
理解と相談部門を中心とした業務を、実践的かつ専門的に学び、社会性のある福祉従事者を目指す。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

企業連携の方法

３．【校外】企業内実習
（４に該当するものを
除く。）

主に生活相談員等実習指導者の
指導のもと、施設内の業務機能を
理解する。保険年金、家庭、障害、
高齢、保護、六法法外業務等のそ
れぞれの概要について担当者によ
る講義受講、事業見学、関連機関
訪問等を行い、学習する。

社会福祉現場実習

科　目　概　要

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

　学生の就業先の業界における人材の専門性に関する動向、国又は地域の産業振興の方向性、実務に関する知識、技
術、技能などの専門的事項について、委員の方々が有する知見に基づいた意見を聴取し、職業実践専門課程としてふさわ
しい授業科目の開設、または、授業内容・方法の改善・工夫等に活かしていく。
　令和6年度に向けては、これまで3年間、新カリキュラムを実施して授業や実習等において各方面で定着してきていること
を継続して運営を行う。授業内容、実習内容は、ソーシャルワークの技術を取得できるように整備し、アドバイスしていただ
いたことを反映させる。社会福祉士の取得を目指すために卒後フォローアップ教育をして勉強会を開催し、合格者の輩出を
目指していく。
　ソーシャルワーク実践を行う者としてのコミュニケーション力の向上を目指していく。ボランティア実践の機会を増やし、対
人援助の基本を学び、利用者様のニーズを掴み、実習や就職に備え、実践できる人材を育成していく。



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

令和6年2月13日（火）～3月1日（金） 対象： 学科教員

数日間にかけて、地域社会に求められている重層的支援体制整備事業における実際のあり方と地域共生
社会の実現に向けてオンデマンド研修によって受講した。共通課題として生活保護・生活困窮者支援・地
域福祉について改めて重層的支援体制整備事業の制度概要を理解し、各教授や市町村社会福祉協議会
の職員から実際の取り組みを聞き、事業の現状を理解した。

②指導力の修得・向上のための研修等

演習分野の知識力向上のため、4日間参加。「ソーシャルワーク演習概論」・「ソーシャルワーク方法論」・
「グループを活用した効果的な演習教育」について学び、理解を深めた。

社会福祉士実習分野講習 連携企業等： ソーシャルワーク教育学校連盟

令和5年8月14日（月）、18日（金）、24日（木） 対象： 学科教員

実習分野の知識力向上のため、3日間参加。「実習指導概論」・「実習指導方法論」について学び、理解を
深めた。

若手スタッフをメンタル不調から守る15の方法 連携企業等： 日総研

令和6年1月27日（土）

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

今回の研修では、「重層的支援体制整備事業の展開とスクールソーシャルワーカーへの期待」・「児童生徒
支援とスクールソーシャルワーカーの役割」・「いじめ対策と向き合って」の研究発表。また、「学校ー家庭ー
地域をつなぐスクールソーシャルワーク～アセスメントガイドブックの帳票を活用して」をテーマにシンポジ
ウムが開催された。重層的支援体制整備事業等、新しい制度の仕組みやあり方について学びを深めた。

2023年度 包括的支援体制と地域共生社会・共生社会の
実現に向けた総合研修

連携企業等： 日本社会事業大学

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

　仙台医療福祉専門学校では、教員の更なる資質及び指導力の向上を図ることを目的として、「教員研修及び研究に関す
る規程」に基づき、計画的な研修を実施する。研修は以下の2つに大別される。
　①学内研修　企業等から講師を招いた教員研修会や知識、技術、技能等を習得するための教材等の補助等、業務遂行
上必要となる知識、技術、技能等を習得するために学内で実施する研修
　②学外研修　職能団体、検定等を主催する協会等が開催する研修会及び研究会等への参加など、業務遂行上必要とな
る知識、技術、技能等を習得するために学外で実施する研修
　これら研修を通じて、教職員は、必要な知識、技術の向上を図るとともに、新たな業務上の要請に応えるため自ら能力開
発に努める。

2023年度 スクールソーシャルワーク全国実践研究集会 連携企業等： 日本社会福祉士会

令和6年2月18日（日） 対象： 学科教員

社会福祉士演習分野講習 連携企業等： ソーシャルワーク教育学校連盟

令和5年8月17日（木）、22日（火）、23日（水）、31日（木） 対象： 学科教員

対象： 学科教員

学生のメンタルについて考える機会になる研修であった。今後もこころに関する不調を訴える学生が増え
てくる。事例を使いながら、グループワークを行い、違う職種の方からの意見を聴き、または学生の状況を
話すことにより問題提起となり、学びが深まっていった。コミュニケーションの技術、実習、就職指導等で活
用していきたいと考える。



研修名：

期間：

内容

研修名：

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

宮城県社会福祉協議会

令和７年２月６日（木） 対象： 学科教員

レジリエンスについて学ぶことで、自己をマネジメントする力を養うことができ、学生指導の問題について根
拠ある理解を深めることで、具体的な対応方法の検討に資することができる。

②指導力の修得・向上のための研修等

「メンタルの整え方がわかれば自分の人生への信頼感が高まる」をテーマに心理療法家から講義を受け
る。学びを通して、学生へのメンタルケアへと繋げていく。

日総研オンラインセミナー 連携企業等： 日総研

令和7年3月8日 対象： 学科教員

メンタルヘルス問題の具体的な場面や問題に応じた対応方法を学び、モンスター職員への対応、パワーハ
ラスメントについての学びを深める。

レジリエンス研修 連携企業等：

こども家庭ソーシャルワーク研修 連携企業等： 一般社団法人日本ウェルフェアサービス協会

2024年9月1日～10月27日 対象： 学科教員

①専攻分野における実務に関する研修等
（３）研修等の計画

こどもの権利擁護等、全16科目のオンデマンド研修及び演習をzoomにて履修する。演習では、「こどもの
権利に関して自らのこども時代を振り返る体験」「パーマネンシーを確保するための社会的養護システムを
離れた後のサポート体制について」「こどもアドボケイトの必要性」「こどもを支えるチーム作り」「トラウマイ
ンフォームドケアとは何か」等について学びを深める。

令和6年度教職員研修 連携企業等： NPO法人ハートシェアリングネットワーク

令和6年12月4日（水） 対象： 学科教員



（３）教育活動

1教育理念等に沿った教育課程の編成・実施方針等が策定されている
か
2教育理念、育成人材像や業界のニーズを踏まえた教育機関としての
修業年限に対応した教育到達レベルや学習時間の確保は明確にされ
ているか
3学科等のカリキュラムは体系的に編成されているか
4キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立ったカリキュラムや教育
方法の工夫・開発などが実施されているか
5関連分野の企業・関係施設等、業界団体等との連携により、カリキュ
ラムの作成・見直し等が行われているか
6関連分野における実践的な職業教育（産学連携によるインターンシッ
プ、実技・実習等）が体系的に位置づけられているか
7授業評価の実施・評価体制はあるか
8職業に関する外部関係者からの評価を取り入れているか
9成績評価・単位認定の基準は明確になっているか
10資格取得の指導体制、カリキュラムの中での体系的な位置づけは
あるか
11人材育成目標に向け授業を行うことができる要件を備えた教員を確
保しているか
12関連分野における業界との連携において優れた教員（本務・兼務含
め）の提供先を確保するなどマネジメントが行われているか
13関連分野における先端的な知識・技能等を修得するための研修や
教員の指導力育成など資質向上のための取組が行われているか
14職員の能力開発のための研修等が行われているか

（１）教育理念・目標

1理念・目的・育成人材像は定められているか（専門分野の特性が明
確になっているか）
2学校における職業教育の特色は何か
3社会経済のニーズ等を踏まえた学校の将来構想を抱いているか
4理念・目的・育成人材像・特色・将来構想などが学生・保護者等に周
知されているか
5各学科の教育目標、育成人材像は、学科等に対応する業界のニー
ズに向けて方向付けられているか

（２）学校運営

1目的等に沿った運営方針が策定されているか
2事業計画に沿った運営方針が策定されているか
3運営組織や意思決定機能は、規則等において明確化されているか、
有効に機能しているか
4人事、給与に関する制度は整備されているか
5教務・財務等の組織設備など意識決定システムは整備されているか
6業界や地域社会等に対するコンプライアンス体制が整備されている
か
7教育活動に関する情報公開が適切になされているか
8情報システム化等による業務の効率化が図られているか

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
　自己点検の評価結果について、その客観性・透明性を高めること、学校と関係する方の理解促進や連携協力により、教
育活動、学校運営に係るご助言等を行っていただき、これらの改善を図ろうとするものである。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目



（６）教育環境

1施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるよう整備されている
か
2学内外の実習施設、インターンシップ、海外研修等について十分な教
育体制を整備しているか
3防災に対する体制は整備されているか

（７）学生の受入れ募集
1学生募集活動は、適正に行われているか
2学生募集活動において、教育成果は正確に伝えられているか
3学納金は妥当なものとなっているか

（８）財務

1中長期的に学校の財務基盤は安定しているといえるか
2予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか
3財務について会計監査が適正に行われているか
4財務情報公開の体制整備はできているか

（４）学修成果

1就職率の向上が図られているか
2資格取得率の向上が図られているか
3退学率の低減が図られているか
4卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか
5卒業後のキャリア形成への効果を把握し学校の教育活動の改善に
活用されているか

（５）学生支援

1進路・就職に関する支援体制は整備されているか
2学生相談に関する体制は整備されているか
3学生の経済的側面に対する支援体制は整備されているか
4学生の健康管理を担う組織体制はあるか
5課外活動に対する支援体制は整備されているか
6学生の生活環境への支援は行われているか
7保護者と適切に連携しているか
8卒業生への支援体制はあるか
9社会人のニーズを踏まえた教育環境が整備されているか
10高校・高等専修学校等との連携によるキャリア教育・職業教育の取
組が行われているか

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（９）法令等の遵守

1法令、専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか
2個人情報に関し、その保護のための対策がとられているか
3自己評価の実施と問題点の改善に努めているか
4自己評価結果を公開しているか

（１０）社会貢献・地域貢献

1学校の教育資源や施設を活用した社会貢献・地域貢献を行っている
か
2学生のボランティア活動を奨励、支援しているか
3地域に対する公開講座、教育訓練（公共職業訓練等）の受託等を積
極的に実施しているか

（１１）国際交流

1留学生の受入れについて戦略を持って国際交流を行っているか
2受入れにおいて適切な手続き等がとられているか
3学習成果が評価される取組を行っているか
4学内で適切な体制が整備されているか



種別
企業等委
員
企業等委
員
企業等委
員

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://sif.ac.jp/
公表時期： 令和6年4月第1週

（１１）その他 －
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（８）学校の財務 学園の財務状況
（９）学校評価 学校関係者評価結果
（１０）国際連携の状況 留学生対象学科の紹介

（５）様々な教育活動・教育環境 キャンパスカレンダー紹介
（６）学生の生活支援 Ｑ＆Ａ（入学編、学校編、学習編、就職編）、学生相談室
（７）学生納付金・修学支援 学納金、各種奨学金、学費減免制度の紹介

（２）各学科等の教育 授業風景紹介、取得資格・検定、卒業生進路
（３）教職員 担当科目教員紹介
（４）キャリア教育・実践的職業教育 実践的実習紹介、就職支援

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
仙台医療福祉専門学校では、専修学校の社会的使命と公共性に鑑み、学校ホームページをはじめとして、広く周知を図る
ことができる方法によって、積極的な情報提供に努める。情報提供を通じて広く社会からのチェックと評価を受け、これを
フィードバックして、教育活動その他学校運営の改善に活用する。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 学校の概要、目標

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に
関する情報を提供していること。」関係

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://sif.ac.jp/assets/pdf/sif_school_hyouka_r5.pdf
公表時期： 令和6年6月末日

株式会社　バイタルケア　代表取締役社長
令和6年4月1日～令和7年3月
31日（1年）小泉　敦保

戸上　謙一
有限会社　ファーマシーすず　統括本部　統括
部長

令和6年4月1日～令和7年3月
31日（1年）

菅澤　昌也 医療法人　松田会　介護保険部　部長
令和6年4月1日～令和7年3月
31日（1年）

（３）学校関係者評価結果の活用状況
　企業等から参画した委員の意見は、学生により良い教育と環境を継続的に提供し、現場で求められる質の高い専門職業
人の養成に直結するので、指摘のあった項目については、学科会、教務コンプライアンス委員会等で検討する材料としてい
る。
　今年度開催の委員会において、例年意見・提言を頂いていた非常勤講師に対しての授業アンケートを実施する。常勤職
員のみで実施していたアンケートに非常勤講師も加わることにより、より効果的な授業アプローチが創造され、学生に対し
充実した授業内容を提供することが期待される。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期
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1 ○ 社会福祉概論

現代における社会福祉の意義・理念につい
て学び、福祉の法体系制度、及び財政全体
の要旨を理解する。更に社会福祉の遂行と
福祉専門職の必要性、そしてその活動によ
る福祉社会の確立と必要性について理解す
る。

1
通

60 4 ○ ○ ○

2 ○
社会福祉行政
論

我が国の社会福祉行政にわたる、基本的共
通事項について理解を図る。また、社会福
祉行政の諸問題についても考察する。

2
通

30 2 ○ ○ ○

3 ○ 社会保障論

「社会保障とは何か」という問題意識をも
ちながら、社会保障の考え方や歴史等を考
察する。また、社会保障制度の現状と課題
を見ることで、生活にどのように活かすこ
とができるのかを考える。

2
通

60 4 ○ ○ ○

4 ○ 公的扶助論
生活保護制度の仕組みと近年の動向を把握
し、関連分野の組織・専門職とその連携の
在り方を理解する。

2
通

30 2 ○ ○ ○

5 ○ 老人福祉論

社会と老人問題、老人福祉制度の変遷を紐
解いていく。特に介護保険制の背景と目
的・仕組み、現状と課題については時間を
注ぎ、実践的立場での理解を目指す。

1
通

60 4 ○ ○ ○

6 ○ 障害者福祉論
「障害」のとらえ方、障害者福祉の理念と
歴史的展開を踏まえ、障害者支援の法制
度、現状と課題を学ぶ。

1
通

60 4 ○ ○ ○

授業科目等の概要

（教育・社会福祉専門課程 社会福祉学科）
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携



7 ○ 児童福祉論

現代社会における児童の生活実態、成長発
達と社会環境を理解し、児童家庭福祉の理
念、歴史、制度・施策、課題や方向性を学
ぶ。

1
前

30 2 ○ ○ ○

8 ○ 家庭福祉論
家庭福祉及び家庭問題に関する法やサービ
スについて学び、関連分野の組織・専門職
とその連携の在り方について理解する。

2
通

30 2 ○ ○ ○

9 ○ 地域福祉論
講義やDVD視聴によるソーシャルワーカーの
実際を把握・考察する。また自らの地域に
ついて現状を把握・考察する。

2
通

60 4 ○ ○ ○

10 ○
社会福祉援助
技術論

社会福祉援助技術論について、その歴史的
な歩み（援助技術発展の歴史）、社会福祉
援助技術を支える価値、理念、原則、そし
て各援助技術に共通する援助過程について
学ぶ。
地域社会での具体的な援助の展開過程を講
義、演習を中心に進める。これを通し方
法・原則･技術等を理解する共に、ソーシャ
ルワーカーの役割と活動領域を認識してい
く。

1
通

60 4 ○ ○ ○

11 ○
社会福祉援助
技術演習

相談援助の基本概念やコミュニケーション
技術を身につけるとともに、コミュニティ
ワークや実際の事例を演習形式で学び合
う。
理論学習で学んだものを実践現場に応用す
る準備として位置づけ、社会福祉実践にお
ける状況や実態を想定しての予行演習を中
心に展開する。

1
通
2
通

150 10 ○ ○ ○ 〇

12 ○
福祉事務所運
営論

福祉事務所の役割と専門職の倫理について
学ぶ。

1
後

30 2 ○ ○ ○

13 ○
社会福祉施設
経営論

様々な福祉サービスの目的、理念を確認
し、法令、人員配置、人材育成、経営と制
度の関連について学ぶ。

2
通

60 4 ○ ○ ○



14 ○
保健体育・ﾚｸ
ﾘｴｰｼｮﾝ

運動・身体活動を通して、運動・身体活動
の必要性や集団活動での協調性、安全につ
いての理解を深める。また、集団活動から
全体の規律・態度を学ぶ。

1
通

60 2 ○ ○ ○

15 ○ 介護概論
介護の目的・関連職種との連携や介護過程
について学ぶ。福祉従業者としての考えを
構築し感性を磨く。

1
通

60 4 ○ ○ ○

16 ○ 医学一般
現代社会と社会福祉の観点から、人体に関
する医学的知識と共に医学・医療の現状を
学ぶ。

1
通

60 4 ○ ○ ○

17 ○ 法学

現代社会は法治国家であり、その法治国家
を支える憲法、行政法、民法等の仕組みを
概観する。特に社会福祉については、法令
の実際の運用から理解する。

1
前

30 2 ○ ○ ○

18 ○ 経済学
貨幣の発生と流通 市場とイチバ 景気
経済を学ぶ。

1
前

30 2 ○ ○ ○

19 ○ 心理学
毎回1つずつ、さまざまな心理学の分野を紹
介しながら、基本的な理解を深める。

1
後

30 2 ○ ○ ○

20 ○ 社会学
近代社会の形成過程を踏まえ、社会の諸問
題について考察する。

1
前

30 2 ○ ○ ○



21 ○
社会福祉現場
実習

1．実習生は、主に生活相談員等実習指導者
の指導により、施設内の業務機能を理解す
る。
2．実習は、相談援助業務を中心に行う。
3．プログラム
1）オリエンテーション、施設内見学を通し
て学ぶ。
2）施設の一日の流れを理解する。(日課)

2
通

240 8 ○ ○ ○ 〇

22 ○
社会福祉現場
実習指導

これまで学習してきた授業内容を踏まえ、
実習施設についての法律・制度・施設概要
についてグループ学習を行う。
事前学習から事後指導までを含む。実習の
てびき・テキスト・実習生報告例等を教材
に講義・演習形式で進めていく。

1
後
2
通

90 3 ○ ○ ○

23 ○ 手話

聴覚障害者が置かれてきた社会的立場の歴
史を学び、聴覚障害者が安心して生活でき
る社会の実現のために不可欠なものは何か
を理解する。聴覚障害者の言語である手話
の特徴や日本語とは異なる言語体系である
手話に直接触れて、聴覚障害者の言語であ
る手話の理解と、手話での簡単な挨拶や対
応の仕方を学ぶ。

2
通

30 2 ○ ○ ○

24 ○
ボランティア
論

ボランティアとは何か、その意味や活動の
進め方、参加の仕方を学び、実際に地域福
祉活動に参加できるよう準備を行うととも
に、実践の振り返りを行う。

1
前

30 2 ○ ○ ○

25 ○
刑事司法と福
祉

カウンセリングの定義、基礎理論等概論を
学び、福祉現場でどのように活用されるか
考えながら、基本的技術を知る。

2
通

30 2 ○ ○ ○

26 ○ 社会調査法

社会福祉と社会調査との関連を整理した上
で､量的調査、質的調査の技法を解説する。
また、身近な事象をテーマに選び、グルー
プごとに統計調査の質問紙を作成する。

2
通

30 2 ○ ○ ○



27 ○ 教養講座 社会人に必要な知識を習得する。
2
通

30 2 ○ ○ ○

28 ○ ＯＡ演習

コンピュータを利用する立場から，簡単な
ハードウェア構成とその機能に関する基礎
知識を理解し，情報セキュリティに関する
知識を修得する。そのうえで，Wordで文章
を効率的に書く，Excelで関数を操作する，
Power Pointでプレゼンテーション時の資料
を作成するなどのスキルを身につける。

1
前

20 1 ○ ○ ○

29 ○ 卒業研究

在学中の学習や実習の成果に基づき、学生
自身が研究テーマを設定し、ゼミ担当教員
の指導・アドバイスを受けながら、論文の
大まかな概要を作成し、中間報告をする。

2
通

30 1 ○ ○ ○

30 ○ ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ概論

レクリエーションの基礎的な理解をはじ
め、本人自身のレクリエーション活動を見
直し、生活を活性化すると共に、援助を必
要とする高齢者・障害者に対して生きがい
のある豊かな生活とは何かを考え援助方法
を探る。また、レクリエーション・余暇自
立に必要な知識の理解、能力を育成し、レ
クリエーション・サービスが提供できる能
力の取得を目指す。

1
後

30 2 ○ ○ ○

31 ○ ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ実技

レクリエーションの基礎的な理解をはじ
め、本人自身のレクリエーション活動を見
直し、生活を活性化すると共に、援助を必
要とする高齢者・障害者に対して生きがい
のある豊かな生活とは何かを考え援助方法
を探る。レクリエーション・余暇自立に必
要な知識の理解、能力を育成し、レクリ
エーション・サービスが提供できる能力の
取得を目指す。

2
通

30 1 ○ ○ ○

32 ○
ｿｰｼｬﾙﾜｰｸの理
論と方法

地域福祉の理念と歴史的展開、地域福祉の
構成及び具体的な推進方法などの新しい地
域福祉の方向性について理解する。また、
自らの地域について現状を把握・考察す
る。

2
通

60 4 ○ ○ ○



33 ○
ｿｰｼｬﾙﾜｰｸの理
論と方法（専
門）

地域福祉の理念と歴史的展開、地域福祉の
構成及び具体的な推進方法などの新しい地
域福祉の方向性について理解する。また、
自らの地域について現状を把握・考察す
る。

2
通

60 4 ○ ○ ○

34 ○ 介護技術

講義、演習を通して介護の基本的知識と理
論を学ぶ。ロールプレイを通して、利用者
の気持ちを理解していく。また、事例を通
し適切な介護方法について検討する。

1
通
2
通

90 3 ○ ○ ○ 〇

35 ○ 病院管理実務
医療保険制度、介護保険制度、医療機関の
組織、医療機関の役割を理解する。

1
前

30 2 ○ ○ ○

36 ○
福祉用具専門
相談員特別講
義

福祉用具の支援プロセスを理解し、高齢者
等の状態像に応じた福祉用具の利用方法を
学ぶ。また、演習を通し福祉用具の基本的
な選定・適合技術を習得する。

1
後

40 - ○ △ △ ○ ○

36

期

週

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分

１学期の授業期間

（留意事項）

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

前・後

15

卒業要件：

【成績評価】
１．授業科目の成績評価は、学年末において、各学期末に行う試験、実
習の成果、履修状況等総合的に勘案して行う。ただし、各教科目中、出
席時数が授業時数の3分の2に達しない者は、その科目についての評価を
受けることができない。
２．試験は、定期試験、追試験、再試験とする。追試験は、受験資格の
ある者が試験当日やむを得ない理由で欠席した場合実施される。再試験
は、科目の評価が合格点に達しない場合、本人の願出を受け、許可した
場合に実施する。
３．各科目の五段階評定は絶対評価とし、不合格のみを｢1｣とする。科
目の五段階評定は次の基準による。5は85～100、4は70～84、3は50～
69、2は40～49、1は0～39とする。
４．総合評価は評定平均値を基準に次の五段階とする。Aは評定平均値
4.0～5.0、Bは評定平均値3.5～3.9、Cは評定平均値3.0～3.4、Dは評定
平均値2.5～2.9、Eは評定平均値1.0～2.4とする。

【課程修了の認定】
１．上記、成績評価に基づいて、校長は課程修了の認定を行う。
２．所定の修業年限以上在学し、課程を修了したと認めた者には、卒業
証書を授与する。授業科目の成績評価は、学年末において、各学期末に
行う試験、実習の成果、履修状況等総合的に勘案して行う。

履修方法：
各授業科目の授業計画（シラバス）に従い履修する。
履修認定は、各授業科目の授業時間数を履修し、成績評価において合格
の判定を受けなければならない。

合計 科目 1850 単位（単位時間）


